
地方独立行政法人 北海道立総合研究機構 
第２期中期目標等策定に当たっての基本的な考え方 
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◆ 「地方独立行政法人 北海道立総合研究機構」は、現在、第１期中期目標期間（平成

２２年度～２６年度）の運営を行っているところであるが、第１期の終了（平成2６年

度）を次年度に控え、これまでの運営状況について、北海道地方独立行政法人評価委員

会が行った中期目標達成状況等評価を踏まえ、第２期中期目標等の策定に向けて、設立

団体としての基本的な考え方を示すもの。 

 
１．策定の趣旨 

 

 

○ 中期目標、中期計画の達成に向け、法人化のメリットを活かしながら研究の戦略的展

開及び成果の普及や技術支援等の取組みを進めており、外部資金その他の自己収入の確

保など一部達成状況に遅れが見られるが、概ね順調に進んでいると認められる。 

 ・ 道の重要な施策等に関わる分野横断的な戦略研究のほか、事業化・実用化を目指す重点研究、技術力の維持

向上に必要な経常研究など、毎年700を超える研究課題に取り組むとともに、毎年９千件を超える企業等か

らの技術相談や、企業等の依頼に応じて毎年約３千件の技術指導を実施。 

・ 研究成果を分かりやすく外部の関係者や道民に伝える研究成果発表会の開催等により研究成果や知見の普及

に取り組むとともに、研究の利活用を進めるため、研究職員データベースを構築し、ホームページで公開。 

・ 大学、金融機関、企業など22機関と連携協定を締結し、共同研究や情報交換、人材交流等を行うとともに、

国、大学、金融機関等の人材を連携コーディネータとして委嘱し、外部機関と連携を強化し、研究・技術支援

等を推進。 

 

○ 次期中期目標・計画の策定に向けては、社会経済情勢の変化を踏まえるとともに、次

の事項に留意すること。 

・ 基盤的な研究の推進や地域固有の課題、分野横断的な研究開発の推進など、総合力を一層発揮できるよう

検討すること。 

・ 中・長期的視点に立って、施設整備や組織体制のあり方等の課題について検討すること。 

・ 計画等の達成状況を把握できるよう、適切な数値目標の設定や取組内容の具体化・明確化などについて検

討すること。 

 
２．中期目標達成状況等評価(H22～H24) 

 
◆ 中期目標達成状況等評価結果から、中期目標・中期計画の達成に向けて、一部達成状況

に遅れが見られるものがあるものの、概ね順調に進んでいるものと認識。 

◆ 平成 27 年度～31 年度の期間においても、地方独立行政法人北海道立総合研究機構によ

る運営を継続する方向とし、今後、評価結果において示された課題や道を取り巻く状況等

を踏まえ、第２期の中期目標等の検討を進める。 
 

 
 

 

 

 

 
３．道の基本的な考え方 

 


